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１．はじめに
国営土地改良事業における調査計画におい

て、農業・農村を巡る情勢の変化と政策の大き
な転換を捉まえ、地域の特色に沿い、受益者の
ニーズに適応した事業計画の作成に取り組んで
いる中、国営造成農業水利施設については、施
設の老朽化対策、地震対策に加え、需要主導型
の水利システムへの再編、流域治水プロジェク
トを推進する整備、低炭素型の農業水利システ
ムへの移行等を含む事業計画のほか、改正土地
改良法により拡充された制度を適用した事業計
画が増えつつあります。

このような近年の調査計画の方向について説
明するとともに、2026（令和８）年度新規着手

地区の紹介をします。

２．近年の国営土地改良事業における調査計画
の方向

（１）事業種別の新規事業着手地区数の推移
国営の事業種別では、①農業用水の確保・安

定供給と農地の排水改良を図る「国営かんがい
排水事業」、②生産コスト低減、高収益作物へ
の転換等による産地収益力の向上を図る「国営
農用地再編整備事業」、③災害等に起因する施
設の機能回復や災害の未然防止を図る「国営総
合農地防災事業」の順に着手地区数が多い状況
です（図－１）。
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図－１　事業種別の新規事業着手地区数の推移
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（２）国営かんがい排水事業における制度別の
着手地区数の推移
着手地区数の最も多い「国営かんがい排水事

業」については、おおむね 3,000ha（北海道、
沖縄県、奄美群島及び離島振興対策実施地域に
おいて行われるもの並びに畑に係るものにあっ
ては、1,000ha）以上の地積にわたる土地を受
益地として実施することを基本とする「一般型」
と、おおむね 500ha（畑に係るものにあっては、
100ha） 以上の地積にわたる土地を受益地とし
て実施することを基本とする「特別型」があり、

「一般型」の地区数が多い状況です（図－２）。
改正土地改良法により拡充された土地改良施

設事故防止事業は、老朽化、市街化の進展、そ
の他の周辺地域の自然的社会的条件の変化等に
起因して脆弱化したことにより決壊その他の事
故による被害が生ずるおそれがある場合に行う
当該事故の未然防止を図るための措置で、2026

（令和８）年度に本制度を適用した地区に初め
て着手します（図－２）。

（３）国営かんがい排水事業の特別型における
事業制度と着手地区数の推移

１）「特別型」には、様々な事業制度がありま
すが、「国営施設機能保全総合対策事業」の着

手地区数が多い状況です。本事業は、国営土地
改良事業等によって造成された農業用用排水施
設について、老朽化等により機能低下がみられ
る場合において必要な調査及び当該調査の結果
に基づく施設の機能を保全するための整備等を
行います。直近では、2024（令和６）年度に「新
津郷排水地区」に着手しています（図－３）。

２）「国営水利システム再編事業（農地集積促
進型）」は、2015（平成 27）年度に創設された、
担い手への農地集積の促進に資する農業用用排
水施設の整備を行う事業です。水管理の省力化
を図りつつ、担い手の経営の自由度を確保でき
る需要主導型のシステムへの転換を図るため、
基幹的な農業水利施設の整備と、これに併せて
行う関連事業により、支線水路のパイプライン
化、水管理の ICT 化等を実施します。直近では、
2026（令和８）年度に「阿賀野川左岸地区」に
着手しました（図－３）。

３）治水協定ダムの利水機能の確保及び洪水調
節機能の強化のための農業用用排水施設の整備
を行う「洪水調整機能強化事業」が 2021（令
和３）年度に創設された後、流域治水プロジェ
クトに位置付けられた農業用用排水施設の整備

図－２　国営かんがい排水事業における制度別の着手地区数の推移
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を行う「国営流域治水対策事業」が 2025（令
和７）年度に創設されました。直近では、2024（令
和６）年度に「山王海葛丸地区」に着手しまし
た（図－３）。

４）「低炭素農業水利システム構築事業」は、
2022（令和４）年度に創設され、低炭素型の農
業水利システムへの移行のため、省エネルギー
化や再生可能エネルギー利用のための農業用用
排水施設の整備を行い、農業生産性の維持及び
農業経営の安定に資することを目的とした事業
です。直近では、2025（令和７）年度に「北斗
用水地区」に着手しました（図－３）。

 
（４）今後の方向

国営土地改良事業については、食料自給力の
確保に向け、スマート農業等に対応した基盤整
備、農業水利施設の戦略的な保全管理、農業・
農村の強靱化に向けた防災・減災対策を推進し
ていくこととしており、地区毎の状況・課題を
踏まえ、受益者のニーズに沿いながら、必要な
調査及び事業計画書の作成を進めてまいりま
す。

そのためにも、必要な事業制度の拡充がなさ
れています。例えば、国営総合農地防災事業で
は、防災重点農業用ため池に係る防災工事等の
推進に関する特別措置法の期間内における、防
災重点農業用ため池の防災工事を加速化させる
ため、2025（令和７）年度の拡充では、一定の
施設規模要件等を満たす防災重点農業用ため池
であれば、過去に国営事業を実施した地域でな
くとも事業の対象とすることができるようにな
りました。2026（令和８）年度には「防災重点
農業用ため池緊急整備加速化対策」を創設し、
国営事業実施中又は予定の地区内に位置する防
災重点農業用ため池について、当該国営事業と
一体的に当該ため池の防災工事を実施できるよ
うになりました。

これら拡充を踏まえ、国営事業においても、
防災重点農業用ため池の整備に向けた必要な調
査等に取り組んでまいります。

３．2026（令和８）年度事業着手地区
2026（令和８）年度における国営土地改良事

業等の事業着手地区は表－１のとおりです。

図－３　国営かんがい排水事業の特別型における事業制度と着手地区数の推移
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表－１　2026（令和８）年度国営土地改良事業等事業着手地区

図－４　2026（令和８）年度　国営土地改良事業等事業着手地区位置図

４．2026（令和８）年度調査着手地区
2026（令和８）年度における国営土地改良事

業等の調査着手地区は表－２のとおりです。
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表－２　2026（令和８）年度　国営土地改良事業等調査着手地区

図－５　2026（令和８）年度　国営土地改良事業等調査着手地区位置図

５．おわりに
国営土地改良事業の事業化に当たっては、地

域整備方向検討調査、地区調査、全体実施設計、
事業着手が一般的な流れとなりますが、農業水
利施設に突発事故が発生した場合には土地改良

施設突発事故復旧・防止事業（突発事故復旧事
業）を、事故の兆候が認められた場合には土地
改良施設突発事故復旧・防止事業（事故防止事
業）を適用する等、地区毎の状況・課題に応じ
て、適切に事業化を図ってまいります。


